
  

情報通信審議会 情報通信技術分科会（第６６回）議事録 

 

第１ 日時 平成 21 年 4月 28日(火) 16時 00分～17時 00分 

 於、総務省 8階第 1特別会議室 

 

第２ 出席委員（敬称略） 

坂内 正夫（分科会長）、酒井 善則（分科会長代理）、相澤 彰子、青木 節子、 

荒川 薫、伊東 晋、佐野 真理子、鈴木 陽一、髙畑 文雄、徳田 英幸、 

広崎 膨太郎、村上 輝康 

                        （以上１２名） 

 

第３ 出席した関係職員 

（情報通信国際戦略局） 

河内 正孝（総括審議官）、児玉 俊介（技術政策課長）、田中  宏（通信規格課長） 

 

（総合通信基盤局） 

桜井 俊（総合通信基盤局長）、吉田 靖（電波部長）、 

佐々木 祐二（基幹通信課長） 

 

（事務局） 

副島 一則（情報通信国際戦略局情報通信政策課管理室長） 

 

第４ 議題 

（１）諮問事項 

  「公共ブロードバンド移動通信システムの技術的条件」について【諮問第２０２

８号】 

（２）議決事項 

  「情報通信技術分科会における委員会の設置（平成１３年１月１７日情報通信審

議会情報通信技術分科会決定第３号）の一部改正」について＜委員会の設置＞ 



  

 

（３）報告事項 

  ア 「平成２０年度ＩＴＵ－Ｒ部会審議状況報告」について 

  イ 「平成２０年度ＩＴＵ－Ｔ部会審議状況報告」について 

  ウ 「国際標準化戦略の進捗状況」について 

  エ 「経済危機対策における情報通信技術の研究開発関連施策」について 
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開  会 

 

○坂内分科会長  それでは、ただいまから情報通信審議会第６６回情報通信技術分科会

を開催いたします。 

  本日は、委員１３名中１２名が出席されておりますので、定足数を満たしております。 

  また、本日の会議の模様は、インターネットにより中継をしております。あらかじめ

ご了承のほど、よろしくお願いいたします。 

  それでは、お手元の議事次第に従いまして議事を進めてまいります。議題は６件ござ

います。 

 

議  題 

 

諮問事項 

  「公共ブロードバンド移動通信システムの技術的条件」について【諮問第２０２８号】 

 

○坂内分科会長  最初に、諮問事項について審議をいたします。諮問第２０２８号、「公

共ブロードバンド移動通信システムの技術的条件」について、総務省から、ご説明よろ

しくお願いいたします。 

○佐々木基幹通信課長  それでは、お手元の資料に従いまして、諮問第２０２８号、「公

共ブロードバンド移動通信システムの技術的条件」について、ご説明させていただきま

す。 

  まず、資料の参考１をごらんいただければと思います。公共ブロードバンド移動通信

システムのイメージを紹介したものでございます。 

  現在、公共分野における通信システムにつきましては、音声通信用のものが中心でご

ざいます。これを、より詳細かつ迅速に被災状況等の伝達を可能にするため、映像通信

も可能な通信システムを実現することが求められている状況でございます。また、こう

いったシステムを実現するためには、回り込みが大きく、複雑な地形の我が国において、

不感地帯の最小化が可能なＶＨＦ帯が適していると考えられておるところでございます。 

  このシステムの具体的な使い方といたしましては、こちらのポンチ絵に示しておりま
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すけれども、災害現場あるいは犯罪現場などから、基地局を介しまして、警察本部、消

防本部等の指令本部まで映像情報を伝送するといった使い方が、典型的には想定されて

おるところでございます。このシステムによりまして、今申し上げましたような現場映

像をリアルタイムで把握することができるようになり、意思決定等の迅速化が図られま

すし、また、機器の立ち上げの所要時間は、従来、例えば、衛星通信などですと３０分

以上時間がかかることが想定されるわけでございますけれども、このシステムで、大幅

に初動が迅速化できるのかではないかということが期待されているものでございます。 

  次のページ、参考２でございますが、本システムを実現するに当たりまして、ＶＨＦ

帯ということでご説明させていただきましたけれども、地上テレビジョン放送のデジタ

ル化後の空き周波数帯を有効利用するということで、これは既に情報通信審議会から平

成１９年６月に答申をいただいておる内容でございますけれども、ＶＨＦの１７０ＭＨ

ｚから２０２.５ＭＨｚ、この帯域を安全・安心の確保のための自営通信として利用する

こととされておりまして、この周波数帯を利用して、本システムを実現しようとするも

のでございます。 

  １ページ目に戻っていただきまして、今ご説明いたしましたことと若干重複いたしま

すけれども、諮問理由といたしましては、公共通信システムは音声中心でございました

が、機動的かつ確実に映像伝送を行う手段が求められている状況でございます。 

 そういった中で、安全・安心な社会の実現のためにブロードバンド通信が可能な自営通

信を導入するため、既に周波数割当計画の変更まで行われておるところでございます。 

 そういった状況を踏まえまして、地上テレビジョン放送デジタル化完了後、速やかに新

たなシステムの導入を図るため、公共ブロードバンド移動通信システムの技術的条件に

ついて、諮問を行うものでございます。 

  答申を希望する事項でございますけれども、公共ブロードバンド移動通信システムの

技術的条件でございます。 

  答申を希望する時期といたしましては、平成２１年１２月ごろでございます。 

  答申が得られたときの行政上の措置といたしましては、関係省令等の整備を行ってい

くものでございます。 

  以上でございます。 

○坂内分科会長  ありがとうございます。ただいまのご説明に対して、何かご質問ござ

いますか。どうぞ。 



－3－  

○佐野委員  質問させていただきたいのですが、「公共」という言葉が、どこまで、どの

範囲に当たるのかということで、ここに書かれているような、まさに消防とか水害現場、

犯罪現場ということに関しては非常によく理解できるのですが、映像なので、そのほか

の場所ではもしかしたらプライバシーにかかわるようなことがあるもしれない。一体ど

こからどこの範囲かということはお考えになっているのか、お聞きしたいと思います。 

○坂内分科会長  どうぞ。 

○佐々木基幹通信課長  基本的には、警察、消防等ということになってまいります。ど

こまでの範囲かということでございますけれども、災害現場等に持ち込んで使うイメー

ジでございまして、災害対策などで指定されている機関等が、典型的にこのユーザーに

なるものだと考えておるところでございます。 

○坂内分科会長  執行に当たっては、プライバシー等をご配慮いただくということで、

言わずもがなですが、よろしくお願いします。 

  ほかに何かございますか。はい、どうぞ。 

○伊東委員  ３ページにございますように、携帯端末向けのマルチメディア放送が、ち

ょうど５ＭＨｚのガードバンドを挟んで、アナログテレビの跡地を有効利用していきま

しょうということになっております。マルチメディア放送の技術的条件の検討は、現在、

終盤に差しかかっておりまして、そういう中で、今回、検討が始まるという、自営通信

との共用条件の検討も行われていると伺っております。事務局から聞いたわけではなく、

その信憑性はどこまでかというのは、確認しておりませんけれども、業界誌の情報によ

れば、「１０デシベルの攻防」とか、おもしろおかしく書かれているところもございまし

て、自営通信側からマルチメディア放送側に、結構シビアなスペクトルマスクを要求さ

れているという記事もございました。 

  このアナログテレビの跡地という、非常に貴重な電波資源でございますので、放送側

も当然のことですが、お互い譲り合って使ってまいりたいと考えておりますので、その

点は、今後の検討におきましても、ご配慮いただきたいと思います。どうぞよろしくお

願いいたします。 

○坂内分科会長  何かコメントございますか。ご考慮いただくということで。 

  ほかに何かございますか。よろしいでしょうか。 

  それでは、これで説明を了承して、本件諮問の審議を進めることにさせていただきま

す。なお、本件は、後の議題で委員会の設置が提案されております。委員会の設置が決
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定されれば、当該委員会において調査・検討し、その結果をご報告いただき、当分科会

で審議の上、答申の議決をいたす運びということで進めたいと思います。よろしくお願

いいたします。 

 

議決事項 

  「情報通信技術分科会における委員会の設置（平成１３年１月１７日情報通信審議会

情報通信技術分科会決定第３号）の一部改正」について＜委員会の設置＞ 

 

○坂内分科会長  それでは、議決事項に移ります。「情報通信技術分科会における委員会

の設置（平成１３年１月１７日情報通信審議会情報通信技術分科会決定第３号）の一部

改正」について、事務局から、ご説明よろしくお願いいたします。 

○副島管理室長  「情報通信技術分科会における委員会の設置（平成１３年１月１７日

情報通信審議会情報通信技術分科会決定第３号）の一部改正」について、ご説明差し上

げます。 

  ただいま諮問がございました「公共ブロードバンド移動通信システムの技術的条件」

の調査・審議に当たりまして、その調査・審議を効率的に行うために、公共無線システ

ム委員会という委員会を設置したいということで提案させていただきます。 

  資料６６－２をごらんいただきたいと思います。 

  １枚めくっていただきまして、３ページの改正前をごらんいただきますと、技術分科

会の下に委員会がたくさん設置されております。名称及び所掌ということで、１がＣＩ

ＳＰＲ委員会、以下ずっと５番までこのページでございまして、次のページをめくって

いただきますと、上の段に１４までございまして、１４はケーブルテレビシステム委員

会でございます。 

  ここまでごらんになっていただいて、最初のページに戻っていただきまして、今ご紹

介しました１４の次に、１５としまして公共無線システム委員会、担当する内容としま

して、公共ブロードバンド移動通信システムの技術条件に関する事項ということで、こ

のような形で技術分科会の決定第３号を改正したいということでございます。 

  以上、提案でございます。 

○坂内分科会長  ありがとうございました。何かご質問ございますか。 

  よろしいでしょうか。 
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  それでは、諮問第２０２８号の調査・審議のため、資料６６－２のとおり、情報通信

技術分科会決定第３号の一部を改正することとして、新たに委員会を設置することとい

たしたいと思います。 

  ただいま設置が決定されました公共無線システム委員会に所属する専門委員及び主査

は、これからお配りします名簿のとおりでございます。よろしくお願いします。 

（事務局より名簿を配付） 

○坂内分科会長  それでは、こういうメンバーでお願いしたいと思います。委員会は、

精力的な調査・検討をよろしくお願いいたします。 

 

報告事項 

  「平成２０年度ＩＴＵ－Ｒ部会審議状況報告」について 

 

○坂内分科会長  続きまして、報告事項に移らせていただきます。 

  「平成２０年度ＩＴＵ－Ｒ部会審議状況報告」について、ＩＴＵ－Ｒ部会長でおられ

る髙畑委員から、ご説明よろしくお願いいたします。 

○髙畑委員  情報通信技術分科会ＩＴＵ－Ｒ部会長を務めております髙畑です。 

  平成２０年度のＩＴＵ－Ｒ部会の審議状況について、ご報告を申し上げます。関係す

る資料は、資料６６－３－１の平成２０年度ＩＴＵ－Ｒ部会審議状況報告、資料６６－

３－２の平成２０年度ＩＴＵ－Ｒ部会審議状況報告概要でございます。資料６６－３－

１はテキストベースの資料でございまして、資料６６－３－２は、資料６６－３－１か

らテキストを抜粋する他、図面等が多用されている資料でございます。本日は、資料６

６－３－２を用いまして、ご説明をさせていただきたいと思います。ただし、ページ数

が非常に多くにわたりますので、大部分のページは題目の読み上げ、特にご注意いただ

きたいページにつきましては、少し詳しくご説明する形で進めたいと思います。 

  それでは、１ページ目をおめくりいただきまして、ＩＴＵ－Ｒ部会の任務というペー

ジがございます。ＩＴＵ－Ｒ部会では、ＩＴＵの無線通信総会（ＲＡ）やＩＴＵ－Ｒの

各研究委員会（ＳＧ）などの会合に対する対処方針等について、調査・審議を行ってお

ります。 

  ２ページ目から１４ページ目におきましては、昨年、２００８年度の活動概況を示し

ております。 
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  ２ページ目がＩＴＵ－ＲのＳＧ及びＲＡＧ等の活動状況等です。一番下の行を参照し

ていただきたいのですが、１年間で計１３件の勧告を承認しております。２００８年１

２月末現在、１６件の勧告案が承認手続中でございます。詳細は別紙５に書いてありま

すので、ごらんいただければと思います。 

  ３ページ目には、ＩＴＵ－Ｒに対応する国内の審議体制等が書いてあります。 

  ４ページ目、ＩＴＵ－Ｒ部会等の審議概要ということで、ここもタイトルの読み上げ

だけで省略させていただきたいと思います。 

  ５ページ目、ＩＴＵ－Ｒ活動への貢献、これも省略させていただきます。 

  ６ページ目、ＩＴＵ－Ｒ部会各委員会の主な検討事項を書いております。 

  ７ページ目、ＩＴＵ－Ｒ部会等における今後の活動方針について書いてあります。 

  ８ページ目、ＩＴＵ－Ｒにおける各ＳＧの相関関係図がございます。 

  ９ページ目、ＩＴＵ－Ｒの構成ということで、各ＳＧのタイトルが書いてあります。 

  １０ページ目、ＩＴＵ－Ｒへの対応のための国内審議体制ということで、ＩＴＵ－Ｒ

の各ＳＧに対応して、それぞれの委員会が設置されている状況が書かれております。 

  １１ページ目、寄書提出状況ということで、１年間の寄書の数が書いてありますけれ

ども、この数は昨年とほぼ同数でございます。 

  １２ページ目、ＳＧ会合等出席者数、１年間の出席者数を書いてありますけれども、

平成１９年とほぼ同数で、多数の方が出席されております。 

  １３ページが勧告化の状況、１年間に勧告された状況ということで、先ほど述べまし

た数字の詳細が書いてございます。 

  １４ページ目、ＩＴＵ－Ｒ ＳＧ及びＲＡＧ等における日本からの役職者一覧です。

特に注目していただきたい点は、橋本さんがＳＧ５の議長になられております。これも

日本の貢献が十分反映しているという状況の一端かと思います。 

  次のページからは、各ＳＧにおけるトピック的な話が２３ページ目まで書いてありま

す。このうち、特に３点ほど抜き出して、少し詳しくご説明したいと思います。 

  まず、１５ページ目はＳＧ１関連で、高速電力線搬送通信及び国際的な周波数管理の

枠組の見直しということで、重要な概要の一つとして書かれております。ここは省略さ

せていただきます。 

  １６ページ目はＳＧ３関連で、屋内・屋外無線エリアの詳細設計及び干渉評価に必要

な建物侵入損失推定法が検討されているという状況でございます。 
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  １７ページ目はＳＧ４関連です。ＲＮＳＳシステムに関して、日本がかなり寄与して

おりますので、ご説明しておきたいと思います。ＲＮＳＳシステム（無線航行衛星業務）

と他業務との共用検討ということで、下のほうに、５ＧＨｚ帯と１ＧＨｚ帯に関する記

述があります。それらパラメータに関しましては、日本の寄与文書が十分に反映された

形で勧告化がなされております。 

  １８ページ目に移りまして、ＮＴＴドコモの橋本さんが議長をされているＳＧ５でご

ざいます。ＩＭＴに関する検討ということで、ここは詳しくご説明していきたいと思い

ます。 

  第４世代移動通信システム（ＩＭＴ－Ａｄｖａｎｃｅｄ）と呼ばれておりますが、Ｓ

Ｇ５にて、２０１１年ごろの勧告作成完了を目指して検討が進められております。そこ

にありますように、第４世代移動通信システムのデータレートは、高速移動時で１００

Ｍｂｐｓ、低速移動時で１Ｇｂｐｓの実現を目標としております。これは上の緑のとこ

ろに書いてあります。 

  その次にいきまして、ＳＧ５では、無線インタフェースの技術提案募集に向けた具体

的な検討として、無線方式提案のための最小限の要求条件、無線方式の提案様式、提案

された無線方式を評価する手法の３つのレポートが確定されました。これにより、今年

の２月より、無線インタフェースの技術提案の募集が開始されております。募集期間は

今年の１０月までとなっております。 

  また、無線インタフェースの技術検討に加えて、ＳＧ５では、ＩＭＴで使用する周波

数のアレンジメントの検討が行われています。黄色の２つの枠ですけれども、２００７

年に開催されましたＷＲＣ－０７の結果、新たに４つの周波数帯がＩＭＴと特定されま

した。①から④でございます。我が国では、このうち、３４００ＭＨｚから３６００Ｍ

Ｈｚを第４世代移動通信システムとして主に使用する予定であります。一方、６９８か

ら８０６ＭＨｚの一部は、第３.９世代で使用する予定になっております。 

  その下に青で書かれておりますけれども、今後の活動方針です。このような状況を受

けて、例えば我が国で利用を予定しております３４００ＭＨｚから３６００ＭＨｚの周

波数アレンジメントに関しまして、ＦＤＤ方式──ＦＤＤ方式というのは、アップリン

クとダウンリンクに対して周波数を違えて使う方式です。上り下りのペアで用いる場合

に、３６００ＭＨｚよりさらに上の周波数とペアにする可能性があること、さらに、上

り下りのガードバンド幅を狭くして、できる限り周波数を効率的に使うことなど、我が
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国の意向が反映されつつ、国際的にも調和がとれるよう、アレンジメント方式について、

ＩＴＵ－Ｒの審議に積極的に寄与していくという状況でございます。 

  以上がＳＧ５関連です。 

  １９ページ目はタイトルだけですけれども、これもＳＧ５関連ということで、海上Ｈ

Ｆデータ通信、短波海洋レーダ及びＡＩＳ衛星検出に関する検討が行われております。 

  ２０ページ目もＳＧ５関連ですけれども、ミリ波通信・光空間通信システムの標準化

が重要課題として挙げられております。 

  ２１ページ目はＳＧ６関連の可変長パケット多重化方式です。これも日本における情

報通信審議会の審議と非常に関連しますので、詳しくご説明させていただきたいと思い

ます。 

  ＳＧ６では、ＩＰパケットなどの可変長パケットを放送伝送路で伝送するための方式

として、可変長パケット方式が検討されております。現在、放送のデジタル化に伴い、

サービスの多様化、高度化が期待されているところでございます。 

  こうした背景を受け、情報通信審議会において、蓄積型放送サービスに代表されるよ

うな、新たな放送サービスの提供を可能とするための衛星デジタル放送の高度化に関す

る技術的条件について審議され、昨年７月に答申されたという状況でございます。 

  この技術的条件の１つの技術として、特に可変長パケット多重化方式に関して、国際

標準化を目指すことにより、放送サービスの高度化及び我が国の国際競争力強化に資す

ると考えられることから、新勧告案策定に向けて、日本から提案しました。その提案が

受け入れられまして、その後も勧告化に向けた作業文書の入力を行っております。この

方式を用いますと、従来の放送番組に加えて、番組以外のコンテンツも放送用の伝送路

で配信可能となり、蓄積型の放送サービスなどに利用することが可能となります。 

  今後の取り組みですが、２００９年４月から５月、今月から来月に開催されます次回

会合において寄与文書を提出して、早期勧告化を目指すという状況であります。 

  ２２ページ目、ＳＧ７関連ということで、うるう秒廃止の検討が行われております。 

  ２３ページ目はＲＡＧ関連ですけれども、ＳＧ再編のフォローアップ及びＩＴＵ－Ｒ

勧告の無料化について検討がなされております。 

  ２４ページは、第１４回ＩＴＵ－Ｒ部会が４月６日に開催されました。そこでの議論

を若干ご紹介しております。前回のＩＴＵ－Ｒ部会では、各委員会の今後の方針を受け

まして、我が国の国際競争力強化という観点で、出席委員及び専門委員の皆様全員から
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ですけれども、今後、どのようにＩＴＵ－Ｒでの標準化活動を進めていけばよいかとい

うご意見をいただきました。 

  その下に青の四角で概要が書かれておりますけれども、その中から抜粋いたします。

特に移動通信分野の議論が多かったのですけれども、３.９Ｇ、ＬＴＥや４Ｇ、第４世代

に関するご意見が非常に多く、標準化でのリードをビジネスにつなげることの重要性や、

国際展開における共通プラットフォーム化の重要性が指摘されました。また、無線シス

テム全般に該当する項目として、実証実験の重要性に関するご指摘等がございました。 

  以上が報告でございます。 

  最後に、今後のＩＴＵ－Ｒ部会などにおける活動方針ですが、研究活動がより効率的

に行われるよう留意しつつ、我が国が強みを有する分野を中心に、研究活動に貢献して

いく予定でございます。その際、我が国の国際競争力強化策の検討状況もかんがみまし

て、国際標準化体制の強化や標準化人材の確保などの観点も踏まえて、活動を行ってい

く予定でございます。 

  以上、ＩＴＵ－Ｒ部会、かなりの部分を飛ばしましたけれども、審議状況についてご

報告いたしました。 

○坂内分科会長  ありがとうございました。何かご質問、ご意見ございますか。はい。 

○酒井分科会長代理  細かいことですけど、２１ページの放送のコンテンツサーバーを

使って放送でＩＰを送るという話ですが、逆方向は、放送ではなく、普通の地上を使う

んですか。 

○髙畑委員  これは伊東先生がお詳しいので、よろしくお願いいたします。 

○伊東委員  これはあくまで放送伝送路にＩＰパケットのような可変長パケットを乗せ

たいということで、ＢＳの高度化のときにご審議いただいて、現在、技術基準になって

いる話でございます。基本的にはリクエストがかかっておりてくるというような扱いで

はなくて、今、髙畑先生のご説明にもあったように、サーバー型放送のようなものを考

えていますので、ファイルのダウンロード、それも別にリクエストがかかったという意

味ではなくて……。 

○酒井分科会長代理  ＴＣＰみたいに誤りも直さずに送ってしまう。 

○伊東委員  はい、そのまま送るということでございます。 

○酒井分科会長代理  わかりました。 

○坂内分科会長  ほかに何かございますか。 
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  どうもありがとうございました。 

 

  「平成２０年度ＩＴＵ－Ｔ部会審議状況報告」について 

 

○坂内分科会長  それでは、２番目の報告、「平成２０年度ＩＴＵ－Ｔ部会審議状況報告」

について、ＩＴＵ－Ｔ部会長でおられる酒井委員から、よろしくお願いいたします。 

○酒井分科会長代理  ＩＴＵ－Ｔ部会長の酒井でございます。ご報告申し上げます。 

  お手元に資料が２つございまして、６６－４－１が審議状況という縦のものでござい

まして、６６－４－２がＩＴＵ－Ｔ部会審議状況報告の概要になっております。 

  ＩＴＵ－Ｔは、昨年１０月に開催されましたＷＴＳＡ－０８で新研究会期になりまし

たので、資料は相当厚くなっておりますが、昨年１年間の研究活動と合わせて、その前

の４年間の活動概要についても報告させていただいております。 

  今日は６６－４－２で概要を中心にご報告したいと思います。とても厚いので、全項

目読み上げる時間すらないので、先ほどのＩＴＵ－Ｒ部会の報告のように選ぶ形になる

と思います。 

  ２ページ目でございますけれども、ＩＴＵ－Ｔ部会は、役割としまして、ＩＴＵ－Ｔ

の活動への対処とか、世界電気通信標準化総会──ＷＴＳＡと呼んでおりますけれども、

ＩＴＵ－Ｔの各研究委員会、ＳＧですが、これらに対する対処方針等について、調査・

審議を行っております。 

  ３ページ目から３４ページ目までに、２００８年度の活動概要と、その前の４年間の

活動概要を合わせて示しております。 

  少し飛ばしますが、１２ページ目をあけていただきますと、新規に４５６件、改訂４

９４件、合わせて９５０件の勧告が承認されております。 

  ２３ページ目に飛んでいただきたいと思います。これから、主な検討状況、勧告化状

況ということでお話しいたします。ＳＧ１２の広帯域音声通信の品質評価技術の検討で

ございますが、これは従来の電話よりも広い帯域を持つ高品質音声通信サービス、その

品質評価指標と計算法につきまして、我が国からの品質データを積極的に提供して、勧

告の作成に貢献したものでございます。これは我が国における高品質ＩＰ電話の普及の

観点からも、非常に意義が深いと考えております。 

  ２８ページから３０ページまでは、ＩＰＴＶ技術分野の取り組みが書いてございます。
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昨会期でＩＰＴＶ関連の勧告の検討が進みまして、我が国ではＩＰＴＶフォーラムでの

検討を積極的に入力する等いたしまして、ＩＰＴＶ端末アーキテクチャー及び機能要素

を規定した基本モデルとなる勧告や、ＩＰＴＶのコンテンツ保護に関するベース勧告の

策定、こういったものに貢献いたしました。これによりまして、日本の国内市場と国際

市場の国際標準の整合性を担保することができまして、非常に意義深い結果となったと

考えております。 

  また、以上、総括いたしまして、昨年１年間の日本のＩＴＵ－Ｔ活動への貢献は、提

出寄与文書数、参加者ともほぼ前の年並みでございまして、引き続き、勧告策定に向け

て、多数の寄与文書の入力と多数の専門の方々の参加をお願いしている次第でございま

す。 

  ３９ページをお願いいたします。これは新たな研究会期におきまして、ＩＴＵ－Ｔ部

会の各委員会が積極的に対応を行っている主な検討項目を示しております。上の電気通

信番号の標準化からホームネットワークまでございます。これらにつきましては、４８

ページから６３ページに個別の内容をまとめてございます。今日は時間の関係もござい

ますので、このうち２つほど、簡単にご紹介させていただきます。 

  ５１ページと５２ページでございますが、プロトコルを研究しているＳＧ１１におき

まして、ＮＧＮの相互接続性確保に関する検討を行っております。機器の相互接続性に

つきましては、ＷＴＳＡ－０８においても、ＩＴＵ勧告に準拠した機器に、その機器の

相互接続性について保証を与えるＩＴＵ Ｍａｒｋ制度導入の議論がされまして、ＩＴ

Ｕにおいて継続検討を行っております。 

  現在、ＮＧＮの相互接続性確保の検討につきましては、欧州ではＥＴＳＩ、アジアで

はＣＪＫ、日中韓で行われているように、世界を横断した検討体制とか仕様の統一、こ

ういったものがまだ図られていない状況でございます。我が国は、これから世界規模で

のＮＧＮの相互接続性の検討を行うことを働きかけておりまして、ＳＧ１１の場で、欧

米、我が国が参加した形での検討体制の構築を目指すこととしております。 

  具体的には、５２ページを見ていただきますと、左側が検討体制の確立で、右側が試

験実施方策の検討となっており、この２つを並行して検討していくこととしております。 

  検討体制の確立では、世界の標準化機関の集まりでありますＧＳＣ、グローバル・ス

タンダード・コラボレーションを活用いたしまして、ＩＴＵのＳＧ１１の場で、欧米及

び日本が参加した形で検討が行える体制の構築を目指しております。 
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  続きまして、相互接続性確保には、この検討だけではなくて、検証を行う実行部隊が

必要でございます。この実行部隊の体制を比較的並行して検討を行っております。我が

国では、ＩＣＴ機器の相互接続の確認を行っておりますＨＡＴＳの活動を推進しまして、

今後、さらに検討を進めていきたいと考えております。 

  この件に関しまして、ＩＴＵ－Ｔ部会で考慮すべき事項などの活発な意見交換が行わ

れまして、それが下の四角の中に書いてございますが、例えば、ＮＧＮの実装で我が国

が相当先行しておりますので、その先行メリットを失わないこととか、キャリアごとに

テスト仕様が異なり、開発コスト負担となっておりますので、ベーシックなレベルでの

接続確保が必要、そのようないろんなコメントが出されております。これは一番下の二

重括弧になっております。今後、こういったコメントをさらに思考しまして、枠組み及

び実施体制の構築を進めていく、そういった方針としております。 

  さらに飛んでいただいて、６２ページでございます。現在、国内で検討されておりま

すホームネットワークですが、外部からブロードバンドによりまして家庭にサービスを

提供する、こういったプラットフォームの構築を目指しております。 

  この図は相当ややこしいですが、ＩＴＵにおいて検討中の国際標準化の課題をマッピ

ングしたものでございます。ホームネットワークの標準化につきましては、Ｇ．９９６

０のようにＰＬＣや同軸ケーブル伝送、こういった汎用送受信機を規定する比較的低い

レイヤーの勧告から、Ｈ．６２２のようなマルチメディアをサポートする上位レイヤー

の勧告まで、非常に幅広い領域にわたって検討が行われております。 

  今後は、図の左側にありますような各種サービスを提供する領域など、より高いレイ

ヤーの標準化の議論に着手していく必要があります。 

  続きまして、６３ページでございますが、ホームネットワークの国際標準化や海外展

開に向けた戦略を示してございます。総務省では、今年度から、ホームネットワークを

利用して消費エネルギーを抑制するための研究開発を約７億円のプロジェクトとして実

施するとともに、フォーラム等と連携することによりまして、２０１１年ぐらいまでに

必要な技術仕様を確定していくことを目指しております。 

  また、並行して公開デモンストレーションを行いまして、社会的なコンセンサスを醸

成していくとともに、国内外の事業展開に向けた相互接続試験体制の環境整備を行うと

いったことを目指しております。 

  ＩＴＵ－Ｔ部会での意見交換の際に、下に二重括弧がございますが、幾つかの意見が
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ありますので、コメントを示しております。例えば、導入困難性は、操作性に約束がな

い。要するに、悩ましいのは、みんなバラバラなので、ホームネットワークがなかなか

入りにくいといったこともございまして、操作性等の標準化が極めて重要であるといっ

た視点とか、どこでどんなトラブルが起きたのかを的確に発見して伝えるシステムが必

要といったコメントもございました。今後、これらのコメントを参考にしまして、ホー

ムネットワークの研究開発と国際標準化を進めていくというふうに考えております。 

  最後に、ＩＴＵ－Ｔ部会等における今後の活動方針ですが、研究活動がより効率的に

行えるよう留意しつつ、我が国の強みを有する分野を中心に研究活動に貢献していく予

定でございます。その際、我が国の国際競争力強化策の検討状況もかんがみまして、国

際標準化体制の強化や標準化人材の確保などの観点を踏まえて活動を行っていくことを

予定してございます。 

  以上、ＩＴＵ－Ｔ部会の審議状況の報告でございます。 

○坂内分科会長  ありがとうございました。何かご質問、ご意見ございますか。 

  よろしいでしょうか。 

  ありがとうございました。 

 

  「国際標準化戦略の推進状況」について 

 

○坂内分科会長  それでは、報告事項３番目、「国際標準化戦略の推進状況」について、

総務省から、ご説明をよろしくお願いします。 

○田中通信規格課長  では、資料６６－５を用いまして、説明させていただきます。今

日、ＩＴＵ－ＲとＩＴＵ－ＴのＩＴＵの側面でのこれまでの活動状況、それから、今後

の方向性について報告いただいたわけですけれども、では、総務省では何をしているの

かということについて、ご説明させていただきたいと思います。 

  １ページ目でございますけれども、これは昨年、情報通信審議会の答申で、ＩＣＴの

国際標準化戦略の全体像ということで、こういうふうな答申をいただいております。課

題は、ここにありますように、経営者層の意識、特に事業部長とか、そういうところは

実はわかっているんですけど、財務的なＣＦＯとか、そういうところの理解がなかなか

進んでいなくて、なかなか標準化にお金をかけられない、継続してかけられない。それ

から、戦略的な標準化活動ということで、ＩＴＵのみならず、いろんなフォーラム活動
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とかと知財戦略を一体的に見た標準化活動の取り組みが必要。それから、地域連携の強

化ということで、特にアジア・太平洋地域との連携が必要。それから、国際標準化人材

の育成ということで、例えば、ＩＴＵの役職者でも、今はとれておりますけれども、だ

んだん層が薄くなってきているということが指摘されて、こういったことを踏まえて、

下にありますようなＩＣＴ標準化・知財センター（ｉＳＩＰｃ）というのをつくって、

不足しているところにパッチを当てるように、側面からサポートしていくということで、

企業の標準化活動の支援をやっていくべきだという答申をいただきました。 

  これに基づいて、我々がこれまでやってきたことを簡単に説明させていただきたいと

思います。２ページ目、まず、地域連携でございますけれども、今後、日本の人口減と

いうことに対して、アジアはＡＳＥＡＮだけでも５億円のマーケットと人口があるとい

うことで、単にＩＴＵで数の投票権というだけではなくて、アジアとどういうふうにや

っていくかということが１つ重要だということで、現在、ＡＰＴの中に標準化プログラ

ムであるＡＳＴＡＰという機関がございますけれども、そこで標準化格差是正ワーキン

ググループというのを結成しております。標準化格差是正というのは、いわゆる標準化

というのは、あまりにも技術的になってしまって、途上国の方は、現実的に、それを使

えたり、参加できない。それをどういうふうに解消していくかということで、ワーキン

ググループをやっております。 

  これについては、左下を見ていただきたいんですが、標準化格差是正ＷＧの活動とい

うことで、推進母体としては、ＴＴＣに普及推進委員会というのをつくっていただいて、

実際にアジアが抱える課題に対して、どういうふうにソリューションを開発していくか

ということを現在検討し、その成果を、標準をどういうふうにそこに使ってソリューシ

ョン解決していったらいいかということを検討しております。 

  ここには書いてございませんが、現在、例えば、フィリピンでＡＰＴのＪ２のお金を

使ってＥアグリカルチャーですとか、インドネシアでも遠隔教育とか遠隔医療とか、そ

ういったものを現地の要望に合わせてどういうふうにつくり込んでいくかということを、

現地の方と一緒になってつくっているということで、あと、インドネシアではＥエンバ

イロンメントといって、カリマンタン島の泥炭地の火災がかなりＣＯ２を排出している

という問題があって、これをどういうふうにしていくかということについても、ＩＣＴ

の立場から取り組んでいる。ちょっと宣伝になりますけど、連休中の５月４日に、ＮＨ

Ｋ総合の１９時３０分から、「宇宙から見える森と海の異変」という番組の中で、こうい
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った内容についても取り上げられることになっておりますので、もしよろしければ見て

いただければと思っております。こういったアジアが抱える問題に具体的なソリューシ

ョンを提案して、それを推進していこうということをやっております。 

  また、右のほうですけれども、さらにＡＰＴの中のＡＳＴＡＰの事業として、今、課

題提案的なものを、さらに恒久的なシステムとしてＡＰＴを変えていこうという活動を

しておりまして、その改革推進活動は、日本がまとめ役としてやっているという状況で

ございます。 

  ３ページ目でございますけれども、先ほど、残りの課題につきましては、ｉＳＩＰｃ

というものを標準化の関係する８団体によって団体をつくりまして、いろんな標準化の

分野について検討していくチームをつくって、その中で、標準化動向及び知財の動向、

国内外の知財の状況を見て、日本の強みをどういうふうに示していくのかというような

活動をしております。 

  ４ページ目をごらんください。具体的には、ｉＳＩＰｃでいろんな分野について、企

業、大学の興味を持った方々が入って、標準化戦略マップ、パテントマップというのを、

いろいろ情報分析をしながら、国際競争力の強化に資する分野を見ていくようなことで、

現在、活動しております。パテントマップの下に、５月２７日公表と書いてありますが、

これは後で述べますけれども、シンポジウムを行いまして、どのような検討をしている

のかを公表していく予定でございます。また、こういった検討チームで検討した結果、

企業、大学でチームを組んで、実際に、自分たちが標準をとっていけるという分野に対

して、標準開発プロジェクトをつくって、ＩＴＵなり、フォーラムなり、いろんなとこ

ろに提案していく仕組みをつくっておりまして、これにつきましては、現在、この資料

の後ろについています標準開発プロジェクトのテーマの公募をしている状況でございま

す。これに選ばれると、旅費ですとか、標準開発のための調査費ですとか、標準化エキ

スパート、後で申しますが、そういった方をつけたりということで、最大１件１,０００

万円程度の支援をしていく形になってございます。 

  ５ページ目でございますけれども、国際標準化人材育成に向けた取組ということで、

このセンターでは、若い人を育てるためのエキスパート、標準化エキスパートを募集し

まして、この３月にエキスパートを選定しております。このエキスパートにつきまして

は、真ん中の四角に書いてあるような大学による標準化教育、これは実際、早稲田大学

の大学院で、現在、トライアルで総務省の提携講座というのを開いて、教材づくり等を
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やっております。また、人材育成セミナーをやったり、今後、国際会議におけるＯＪＴ

ということで、企業で育成対象者を登録していただきまして、それとエキスパートをマ

ッチングさせて、今年度から国際会議の現場でＯＪＴをしていくということをやろうと

しております。また、今後のことですけれども、標準化人材プールというのを形成して

いきたいと考えております。 

  ６ページ目でございますけれども、こういったことについて普及・啓発ということに

ついてもやっているわけです。今日、お手元に青い冊子がございますけれども、これは

答申のときの議論をベースにつくったガイドラインで、こういった冊子を配ったり、シ

ンポジウムをやっている。近々には、この５月２７日の午後に、パテントマップの公表

ですとか、エキスパートを公表して、人材育成計画を周知していくとか、企業の経営層

を対象に、普及・啓発活動をやろうとしているということでございます。 

  以上でございます。 

○坂内分科会長  ありがとうございました。何かご質問とかご意見ございますか。はい、

どうぞ。 

○鈴木委員  ３ページにあるＩＣＴ標準化・知財センターの活動についてお伺いしたい

んですけれども、ＩＣＴ分野だと、ＩＴＵのほかにＩＥＣ、ＩＳＯのほうでも、かなり

の数の規格化が進んでいるかと思いますが、そちらとのリエゾンというのは、例えば、

この８つ入っているさまざまな組織のどこが担当しているんでしょうか。 

○田中通信規格課長  ここでの重点分野というのは、４ページ目にあります①から⑩は、

この前の答申のときに重点的にやっていくべきだと言われた分野ですけれども、当然な

がら、分野によっては、ＩＥＣとかＩＳＯ、ＪＴＣ１になっていくわけです。そういっ

たものについても、当然ながら、そういうところにも目配せをしながらやっていくとい

うことと、ＩＥＣ、ＩＳＯの担当は経済産業省ですので、我々行政の立場でも、月に１

回ぐらい、経済産業省の標準化部門とディスカッションして、重点分野で双方で何がで

きるか、それから、人材育成的なもので何ができるかという打ち合わせはしております。 

○鈴木委員  とはいえ、目配せ以上のリエゾンがあると、例えば、この８つのところに、

何か１つでもいいですから、ＩＥＣ、ＩＳＯ系の団体にも、オブザーバーでもいいので

加盟してもらって、常に、それをお互いに乗り入れするような形で、やはり、ＩＴＵだ

けではなくてＩＥＣ、ＩＳＯのほうでも、例えば、同じような情報発信が日本からして

いけるというあたりで、日本の技術が世界に広がっていくということもありそうな気も
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しますので、ぜひ、よろしくお願いします。 

○田中通信規格課長  はい、わかりました。 

○坂内分科会長  ほかに何かございますか。どうぞ。 

○村上委員  ＩＣＴ標準化・知財センターというものが動き始めるということですが、

審議会の答申で、標準化と知財の連携ですとか、地域の連携とか、パテントマッピング

等々、いろいろ論点が挙げられたものをひっくるめて、ここで総合的に推進していくと

いう取り組みが始まるのは、大変結構だと思います。全体のＰＤＣＡのマネジメントを

きちっと回しながら、これが運営されていくことを期待したいと思います。 

  １つだけ質問なんですけれども、審議会の答申で──この場でも発言したことがあろ

うかと思いますけれども、人材の育成について、技術外交人材というのが重要になって

くるんじゃないかと。技術の専門家で外向的なセンスを持った人が、こういう活動の中

では非常に重要であるという議論が行われて、答申にも書き込まれたかと思いますけれ

ども、国際標準化人材の育成の中で、そういう視点というのはどんな形で生かされてい

るのかをお教えいただければと思います。 

  ちょうど総合科学技術会議でも、今月から科学技術外交人材の育成ということに取り

組もうとしている。総合科学技術会議のほうは科学技術外交人材で、審議会の答申は技

術外交人材ということだったんですけれども、その関係等も含めて、技術外交人材への

取り組みは、この中でどんな形で取り組まれているかをお教えいただければと思います。 

○田中通信規格課長  ５ページ目の国際標準化人材育成に向けた取組ということで、ま

だ緒についたばかりなので、目立った成果をお披露目するということまでいっていませ

んけれども、真ん中の緑の箱の中にある国際会議におけるＯＪＴということで、まず、

技術外交人材、やはり外交の前に、ある程度、技術の素養がないと、自分で何を持って

いくかというもの、自分で寄書をつくったりとか、そういうバックボーンがないと、結

局、外交だけやっても、なかなか向こうの専門家とは渡り合えないということで、まず、

技術分野をどういうふうに企業の方と決めて、ここの分野でやっていくかということを

今決めようとしています。それに対して、今、ＩＴＵだけじゃなくて、ＩＥＥＥとか３

ＧＰＰ等のエキスパート、これまでやってきた人２０名ほどを選定しているんですけれ

ども、それをマッチングさせて、実際にその方と一緒に行っていただいて、技術者と国

際会議に出て、彼らの知見ですとか、これまでのいろんなつながりをそこで彼にも教え

るし、その場の中でいろいろ伝授していくとか、あと、例えば議長、副議長に若手をつ
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けて、その人に実際の議事の取りまとめのレポートを書かせたり、やはりそういうふう

に実践していかないとだめだと思うので、そういうところは、国際会議におけるＯＪＴ

ということで、今年度からやっていきたいと思っています。 

  ただ、それだけではまだまだと思っていまして、そういった人材を育てる、もしくは

エキスパートがなるのかもしれませんけれども、標準化人材プールというところで、実

際、エキスパートの方を直接、雇用というか、どういう形かわかりませんけれども、必

ず日本の顔となるような人をキャリアパスとしてつくっていきたいということで、現在、

標準化人材プールについては、これから検討していこうとしているところです。そうい

う意味では、まだまだ足りていない、今一番痛いところだと思っていますので、今後と

も、お知恵を拝借できればと思っております。 

○村上委員  ありがとうございました。ぜひ、技術外交という理念を忘れないようにと

いうことと、総合科学技術会議でも取り組まれる取り組みとの連携等も意識してやって

いただければと思います。 

○坂内分科会長  ほかにもあるかもしれませんけど、まだ議題がございますので、どう

もありがとうございました。 

 

  「経済危機対策における情報通信技術の研究開発関連施策」について 

 

○坂内分科会長  報告事項４番目、「経済危機対策における情報通信技術の研究開発関連

施策」について、総務省から、よろしくお願いいたします。 

○児玉技術政策課長  技術政策課長の児玉でございます。 

  資料６６－６につきまして、ご説明いたします。今般の経済危機対策を受けまして、

昨日、政府の補正予算案が国会に提出されております。この資料は、この中で、情報通

信技術分野の研究開発関連施策をご紹介するものでございます。 

  表紙をおめくりいただきまして、１ページ目ですが、デジタル日本創生プロジェクト、

これは３月中旬に総務省として発表したものです。いわゆるＩＣＴ鳩山プランとして公

表したものですけれども、真ん中のピンクの箱にありますとおり、２０１５年から２０

２０年ごろを目途に、現在のＩＣＴ産業市場を倍増することを目標としたプロジェクト

でございまして、具体的な施策として、下の青い箱の中のものがあります。 

  そのうちの１つとして、左上の赤い部分の産業の底力ということで、日本の強みを活
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かした新技術の市場投入の加速化を行うことによって、デジタル新産業の創出を図る。

こういった施策の関係で、研究開発というものが位置づけられます。 

  ２ページ目をごらんいただきますと、今回の補正予算の中に、全部で５つのプロジェ

クトを提案させていただいております。左上からごく簡単にご紹介いたしますと、まず、

超高速化・省電力化を実現するオール光通信技術の研究開発ということで、これは信号

を振り分けるスイッチの部分まで含めて光処理をしようというものでして、現在、研究

開発においては、欧米と非常に厳しい競争状態になっておりまして、ここを我が国とし

て、頭一つ、ぬきん出ようというものでございます。 

  それから、右のほうを見ていただきまして、セキュアクラウドネットワーキング技術

の研究開発、これは次世代のクラウドコンピューティングに求められる技術の開発とい

うことで、左下にクラウド間連携を実現するプラットフォームと書いてありますが、例

えば、障害が起きたときに、ユーザーが意識しないうちに、速やかに別のシステムに移

行してサービス継続を可能とする、こういった信頼性を高めるような技術、あるいはリ

アルタイムサービスを可能とするような技術、こういったものを将来に向けて研究開発

していこうというものでございます。 

  左下の新たなワイヤレス・ブロードバンド環境を早期に実現するテストベッドの整備

ということで、ワイヤレス分野は非常に広うございますけれども、左下の写真にありま

すとおり、コードの要らない快適生活環境ということで、例えば超広帯域の無線アクセ

スシステム、あるいは右の絵にあります車と車との間の車車間通信といいますけれども、

次世代のＩＴＳ、それから、先ほど別の報告事項にもありましたけれども、第４世代等

の次世代の携帯電話、こういった新しいシステムが出てきたときに、あるいは開発した

ものを相互接続、あるいは機器の実証を行うための実証施設を整備するものでございま

す。 

  ４つ目は、眼鏡の要らない３次元映像技術の研究開発ということで、現状、３次元技

術というものはアメリカの技術が先導しております。しかしながら、日本は、本来、映

像技術が得意分野でございますので、ぜひ、その強みを生かして、眼鏡の要らない次世

代の３次元映像技術については、日本が巻き返しを図りたいというものでございます。 

  一番右に地域の観光振興にも貢献する自動音声翻訳技術の実証実験ということですが、

これは研究開発というよりも、これまで培ってきました技術をベースとしまして、全国

の観光地において、外国から来た方々等にも使っていただくといった実証実験を行いた
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いというものでございます。 

  ３ページ目は参考ですけれども、これは前回の本分科会でＩＣＴビジョン懇談会の検

討状況について報告させていただきました資料の抜粋でございまして、右下にあります

とおり、技術の基盤性や市場性、我が国の強み、社会へのインパクト等を勘案しまして、

緊急に取り組むべき課題ということで、オレンジの部分に挙げてある革新的なネットワ

ーク技術をはじめとしたものが早急に取り組まれるべきものであるという報告をいただ

いておりまして、それを今回の補正予算で具体化したということでございます。 

  ４ページ以降は個々の技術についての少し詳しい説明が書いてありますので、また、

ごらんいただければと思います。 

  以上で、説明を終わります。 

○坂内分科会長  ありがとうございました。何かご質問とかご意見ございますか。はい、

どうぞ。 

○佐野委員  希望を１つ申し上げたいと思います。この研究開発に反対するものではな

いのですが、できる限り、消費者にわかりやすい説明と、それから、消費者に理解を得

ながら進めていただきたいということを１つお願いしたいと思います。 

○児玉技術政策課長  今のご指摘は、私の説明が十分にはわかりにくかったということ

ではないかと思いますけれども、その辺は重々気をつけて進めていきたいと思います。

最終的には、やはり、国民の方々にその成果がきっちり還元されないといけませんし、

還元されたときに、それがＩＣＴの技術の成果だということをわかっていただかないと、

我々としてもやっている意味がないと思いますので、今のご指摘、真剣に受けとめさせ

ていただきたいと思います。ありがとうございます。 

○坂内分科会長  ほかにないですか。 

  よろしいでしょうか。 

  それでは、これで報告事項を終わらせていただきます。 

 

閉  会 

 

○坂内分科会長  以上で本日の議題は終了でございます。 

  この際、委員の皆さんから何かございますか。 

  事務局から何かご報告ございますか。 
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○副島管理室長  特にございません。 

○坂内分科会長  それでは、本日の会議を終了させていただきたいと思います。次回の

日程は、別途確定になり次第、事務局からご連絡申し上げますので、よろしくお願いい

たします。 

  以上で終わらせていただきます。どうもありがとうございました。 


